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1.富士見町上下水道事業の状況について
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○上下水道審議会とは

根拠：富士見町上下水道審議会条例（平成15年4月1日施行）

目的：水道事業及び下水道事業の推進と円滑な管理運営に関する事項を調査審議

任務：町長の諮問に応じて、以下の事項について調査審議する。
（1）事業の実施に必要な基本的事項
（2）施設の管理運営に必要な基本的事項
（3）水道料金及び下水道使用料
（4）その他目的達成に必要な事項

組織：町議会議員5名以内 知識経験者5名以内

任期：委員の任期は2年間、職務により委嘱された委員の任期は、その職務の在任期間
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○上下水道課の概要

組織
職員 定員12人（条例） 現員11人

5

上下水道
課長

庶務経理係

4人（1人）

施設係

6人

※（ ）内は、会計年度任用職員の内書き

業務
水道事業
公共下水道事業
農業集落排水事業 3事業の運営

事務
庶務経理係
上下水道事業の運営に関する事項
上下水道料等に関する事項
会計事務に関する事項

施設係
上下水道施設の建設改良に関する事項
上下水道施設の維持管理に関する事項
宅内給排水設備に関する事項



○会計処理のしくみ

官公庁会計と公営企業会計の違い
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活動の目的 認識基準 会計方式 決算

官公庁会計 公共の福祉の増進 現金主義

・現金収支の事実に
基づいて収入支出を
認識

単式簿記

・現金の出入金を
管理

予算に計上された
事業がどれだけ執
行されたかを整理

公営企業会計 公共の福祉の増進
＋経済性の発揮

発生主義

・取引などの経済活
動の事実に基づいて
収入支出を認識

複式簿記

・資産・負債の増
減や収益・費用の
発生を管理

経済活動の経営
成績や財政状況
を整理



○地方公営企業会計の基本原則
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〇経営の基本原則（地方公営企業法第3条）
→企業の経済性を発揮するとともに公共の福祉を増進するよう運営をする。

〇独立採算の原則（地方公営企業法第17条の2第2項）
→必要な経費は経営に伴う収入（水道料金・下水道使用料）をもって充てる。

〇公正妥当な料金（地方公営企業法第21条第2項）
→適正な原価を元に健全な運営を確保する。

特定の者に対し不当な差別的な扱いをしない。



○水道事業の概要
水道事業は、一般の需要に応じて水道水を供給する事業です。

富士見町は、昭和37年（1962年）に事業を開始し、昭和40年（1965年）から供用を開始し、令
和7年（2025年）現在、供用開始から60年が経過しています。
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水道事業の概要（令和6年度決算）

事業創設認可年月日 ： 昭和37年（1962年）12月27日

供用開始年月日 ： 昭和40年（1965年）1月1日

行政区域内人口 ： 14,027人（R7.3.31現在）

現在給水人口 ： 13,782人（R7.3.31現在、普及率 98.3％）

・16カ所の水源、5カ所の浄水施設、43カ所の配水池を有し、利用者へ水道水を供給
しています。



○水道事業の経営計画（経営戦略）

経営戦略とは、水道事業が将来にわたって安定的に事業を継続し、中長期的な目標を達成
するために、経営資源（ヒト、モノ、カネなど）をどのように活用していくかという、将来を見据え
た総合的な計画です。
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基本方針

・安心安全な給水の確保（水源の保全と水質管理）

・災害に強い水道の確立（施設の耐震化と老朽施設の更新）

・水道運営基盤の強化（経営改善、財政計画、維持管理の向上）

・水道ｻｰﾋﾞｽの充実と環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ対策の推進（情報提供・有収率・省エネ）



○水道事業の経営計画（経営戦略）
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投資計画 ‣ ‣ ‣ 基本方針に基づく具体的な投資の取り組み

・耐震管路整備事業 → 継続費事業として令和6年度から実施

・施設更新事業

・新水源開発 → 計画中止

財政計画 ‣ ‣ ‣ 給水人口の減少や水需要に注視し持続可能な料金収入を確保
・料金収入・・・・・料金改定（令和6年12期分から平均26.7%引上げ※激変緩和措置あり）

用途別料金制から口径別料金制に変更

・企業債・・・・・起債対象事業は企業債を発行

・他会計貸付金（下水道事業会計）から返済・・・・・令和6年度から年間1億円の返済（令和14年度まで）

今後20年間で
約73億円の投
資を予定



○令和6年度 水道事業決算概要
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区分 R6計画額 R6予算額 R6決算額
対計画
増減額

対予算
増減額

対計画比 対予算比

　営業収益 453,738 465,769 475,884 22,146 10,115 104.9 102.2

   有収水量 2,785,680 2,858,000 2,899,072 113,392 41,072 104.1 101.4

　営業外収益 117,963 127,149 128,856 10,893 1,707 109.2 101.3

収入計① 571,701 592,918 604,740 33,039 11,822 105.8 102.0

　営業費用 496,608 535,886 514,309 17,701 △ 21,577 103.6 96.0

　営業外費用 9,664 7,633 6,141 △ 3,523 △ 1,492 63.5 80.5

支出計② 506,272 543,519 520,450 14,178 △ 23,069 102.8 95.8

当期純利益①－② 65,429 49,399 84,290 18,861 34,891 128.8 170.6

　企業債 550,720 522,500 522,500 △ 28,220 0 94.9 100.0

　他会計借入金償還金 100,000 100,000 100,000 0 0 100.0 100.0

　国庫補助金 159,000 348,360 323,414 164,414 △ 24,946 203.4 92.8

　その他 2,000 531,220 537,390 535,390 6,170 26,869.5 101.2

収入計③ 811,720 1,502,080 1,483,304 671,584 △ 18,776 182.7 98.8

　建設改良費 1,059,453 1,727,008 1,683,508 624,055 △ 43,500 158.9 97.5

　企業債償還金 41,830 56,149 57,833 16,003 1,684 138.3 103.0

支出計④ 1,101,283 1,783,157 1,741,341 640,058 △ 41,816 158.1 97.7

不足額③－④ △ 289,563 △ 281,077 △ 258,037 31,526 23,040 89.1 91.8

収
益
的
収
支

(

税
別
）

資
本
的
収
支
（

税
込
）

投資財政計画に対する予算額及び決算額（単位：千円、㎥、％）

※資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 258,037千円は、消費税及び地方消費税資本的支出調整額
150,699千円及び過年度分損益勘定留保資金 107,338千円で補填。



○令和6年度 水道事業決算概要
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給水収益：473,521千円(対前年比105.6％)

純 利 益：84,290千円(対前年比81.0％)

・一般利用者の水道料金はほぼ横ばい
・事業者(企業)の水道料金は増加
・資産減耗費(添架管撤去約4千万)の増加

水道事業の主要な収益源である給水収益は、有収
水量の増加と料金改定（R6.12期分から、約18百万円
増）により増収となりましたが、資産減耗費の増加に
より減益となりました。

令和7年からの料金改定により増収が見込まれる一
方で、新浄水場の稼働に伴い、費用（減価償却費等）
が大幅に増加する見込みです。
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○令和6年度 水道事業決算概要
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（単位：千円） R6 R5 対前年比

営業収益 475,884 451,388 105.4％

営業費用 514,309 481,054 106.9％

営業利益 △38,425 △29,666 129.5％

営業外収益 128,856 139,978 92.1％

営業外費用 6,141 6,269 98.0％

経常利益 84,290 104,043 81.0％

特別利益 0 0

特別損失 0 0

当期純利益 84,290 104,043 81.0％

（単位：千円） R6 R5 増減

固定資産 8,952,489 7,874,198 1,078,291

流動資産 1,693,206 1,533,116 160,090

現金預金 1,500,124 1,405,328 254,886

資産合計 10,645,695 9,407,314 1,238,381

固定負債 1,441,726 1,010,813 430,913

企業債 718,524 287,611 430,913

流動負債 105,112 102,315 2,797

繰延収益 2,236,296 2,038,415 197,881

負債合計 3,783,134 3,151,543 631,591

資本合計 6,892,561 6,255,771 636,790
負債資本合計 10,645,695 9,407,314 1,250,381



○下水道事業の概要

下水道事業は、汚水を適切に処理し、公共水域の水質保全や生活環境の改善を目的とする事
業です。

富士見町は、平成2年（1990年）に事業を開始し、平成5年（1993年）から供用を開始し、令和7年
（2025年）現在、供用開始から32年が経過しています。
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下水道事業の概要（令和6年度決算）

建設事業開始年月日 ： 平成2年(1990年)6月15日（農排） 平成2年（1990）年12月10日（公共）

供用開始年月日 ： 平成6年（1994年）4月1日（農排） 平成5年（1993年）9月1日（公共）

処理区域内人口 ： 1,550人＋11,056人＝12,606人（普及率 89.9％）

接続人口 ： 1,403人＋10,309人＝11,712人（水洗化率 86.0％）

・町内のポンプ場48ヵ所（公共40ヵ所、農排8ヵ所）で汚水を圧送し、諏訪湖流域下水道豊田終末処理場
及び4処理場（富士見・境・立沢・西久保）で汚水処理を行っています。



○下水道事業の経営計画（経営戦略）

経営戦略とは、下水道事業が将来にわたって安定的に事業を継続し、中長期的な目標を達
成するために、経営資源（ヒト、モノ、カネなど）をどのように活用していくかという、将来を見据
えた総合的な計画です。
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基本方針

・利便性や快適性を維持していくために維持管理費の削減

・管路・施設の修繕更新計画の策定

・処理施設の統廃合やﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場の自然流下方式への変更による
維持管理費の削減

・水洗化率の向上、使用料収入の確保



○下水道事業の経営計画（経営戦略）
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投資計画 ‣ ‣ ‣ 基本方針に基づく具体的な投資の取り組み

・接続幹線整備事業

・改築更新事業

・マンホールポンプ場の自然流下方式への変更事業

財政計画 ‣ ‣ ‣ 接続人口の減少や水需要に注視し持続可能な使用料を確保
・使用料収入・・・・・使用料収入が減少するため、将来的に使用料改定を検討する時期

・他会計補助金・・・・・投資計画を踏まえ一般会計からの繰入金の減額は慎重に検討

・企業債・・・・・自然流下方式及び接続幹線整備事業には企業債の発行を予定

・国庫補助金・・・・・幹線整備事業には、事業費の1/2の補助金を予定

今後20年間で
約76億円の投資

を予定



○令和6年度 下水道事業決算概要
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区分 R6計画額 R6予算額 R6決算額
対計画
増減額

対予算
増減額

対計画比 対予算比

　営業収益 536,068 525,939 547,730 11,662 21,791 102.2 104.1

　　有収水量 2,449,929 2,410,000 2,514,634 64,705 104,634 102.6 104.3

　営業外収益 687,776 702,000 705,335 17,559 3,335 102.6 100.5

収入計① 1,223,844 1,227,939 1,253,065 29,221 25,126 102.4 102.0

　営業費用 734,471 861,249 813,763 79,292 △ 47,486 110.8 94.5

　営業外費用 43,263 42,171 41,653 △ 1,610 △ 518 96.3 98.8

支出計② 777,734 903,420 855,416 77,682 △ 48,004 110.0 94.7

当期純利益①－② 446,110 324,519 397,649 △ 48,461 73,130 89.1 122.5

　企業債 4,800 9,900 45,500 40,700 35,600 947.9 459.6

　国庫補助金 0 0 0 0 0 0.0 0.0

　その他 2,000 2,883 11,940 9,940 9,057 597.0 414.2

収入計③ 6,800 12,783 57,440 50,640 44,657 844.7 449.3

　建設改良費 13,000 72,163 104,978 91,978 32,815 807.5 145.5

　企業債償還金 507,082 518,618 521,956 14,874 3,338 102.9 100.6

　他会計借入金償還金 100,000 100,000 100,000 0 0 100.0 100.0

支出計④ 620,082 690,781 726,934 106,852 36,153 117.2 105.2

不足額③－④ △ 613,282 △ 677,998 △ 669,494 △ 56,212 8,504 109.2 98.7

収
益
的
収
支

(

税
別
）

資
本
的
収
支
（

税
込
）

投資財政計画に対する予算額及び決算額（単位：千円、㎥、％）

※資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 669,494千円は、消費税及び地方消費税資本的支出調整額 9,543千円及
び過年度分損益勘定留保資金 307,227千円、減債積立金 305,186千円、建設改良積立金 47,538千円で補填。



○令和6年度 下水道事業決算概要
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下水道使用料：547,414千円(対前年比103.4％)

純 利 益：397,649千円(対前年比101.0％)

・一般使用者の下水道使用料は減少
・事業者（企業）の下水道使用料は増加
・企業債（借入金）の返済に伴う支払

利息の大幅な減少

下水道事業の主要な収益源である下水道使用料は、コ
ロナ前（H30）と同程度まで回復し、増収増益となりました。
しかしながら、今後は、有収水量の減少に伴う収入の減少
や、施設の老朽化による多額の投資が必要となるため、使
用料改定も含め、計画的な事業運営をしていく必要があり
ます。
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○令和6年度 下水道事業決算概要
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（単位：千円） R6 R5 対前年比

営業収益 547,730 530,690 103.2％

営業費用 813,763 782,591 104.0％

営業利益 △266,033 △251,901 105.6％

営業外収益 705,335 701,108 100.6％

営業外費用 41,653 55,651 74,8％

経常利益 397,649 393,556 101.0％

特別利益 0 0

特別損失 0 0

当期純利益 397,649 393,556 101.0%

（単位：千円） R6 R5 増減

固定資産 12,546,406 12,838,276 △291,870

流動資産 994,088 1,044,778 △50,690

現金預金 888,247 923,276 △35,029

資産合計 13,540,494 13,883,054 △342,560

固定負債 2,241,224 2,787,613 △546,389

企業債 1,460,037 1,906,426 △446,389

流動負債 641,555 679,813 △38,258

繰延収益 4,683,652 4,839,214 △155,562

負債合計 7,566,431 8,306,640 △740,209

資本合計 5,974,063 5,576,414 397,649
負債資本合計 13,540,494 13,883,054 △342,560



2.経営戦略の改定について
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○上下水道事業の経営戦略について

富士見町の水道事業及び下水道事業の経営戦略は、平成28年に策定以来、2度の改定や見直
しを行い、上下水道事業に係る中長期的な経営を明らかにしてきました。
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上下水道事業の経営戦略の経緯

平成28年3月策定 ： 計画期間（平成29年度～平成38年度）

令和 2年3月改定 ： 計画期間（令和2年度～令和11年度）

令和 6年9月見直し： 計画期間（令和2年度～令和11年度）

※エネルギー価格の高騰、物価高騰に伴う資材費・労務費の見直し

水道料金の改定等を踏まえ、計画期間の延伸を行わずに計画内容を見直し。



○経営戦略の事後検証、更新について

経営戦略は、目標達成に向けた進捗状況を定期的に管理します。定期的な見直しは5年を目安
としますが、料金改定など重要な決定事項があった場合は、その都度見直しを行います。
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水道事業

・水道料金の改定（R6）

・第6水源浄水場の稼働(R6)

下水道事業

・ストックマネジメント計画の策定(R6)

・一般会計補助金の見直し(R8)

令和7年度「経営戦略」の改定

計画期間：令和8年度～令和17年度

重要な決定事項



○水道事業及び下水道事業 投資計画・見直し内容

23

≪水道事業≫

・更新需要 施設=1億7,200万円/年 管路=1億7,800万円/年

・膜ろ過交換 R16～ 6,000万円/3年※10年毎に2,000万円/年

・新水源整備事業 R3～R12 9億9,400万円【計画中止】

≪下水道事業≫

・接続幹線整備事業（立沢・西久保） R07～R12 2億2,500万円

・ストックマネジメント事業 R8～R27 66億円

うち、富士見処理場処理系列増設事業 R7～R11 3億円

・更新需要 マンホールポンプ 800万円/年

・諏訪湖流域下水道建設負担金 2,000万円/年

≪見直し内容≫

・物価高騰や人件費の上昇に伴う、職員給与費、委託料など前年の2％増を見込む、現状の金利に見直し

※R6は決算数値、R7は当初予算数値
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に伴う増加

収益的収支共に減少するが、収入より支出の減少が少ない

R21から赤字

○水道事業のシミュレーション結果（R8～R27）
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・収益的収入は、R6の料金改定（約26.7%）によりR7に増加するものの、現金収入である料金収入は減少し続けるとともに、第６水源膜ろ過浄水場整備事業に伴う現金収入の無
い長期前受金戻入（建設改良に伴う国庫補助金）が増加する見込み。
・収益的支出は人件費や物価上昇等により、職員給与費、委託料の増加が見込まれる。また、減価償却費が事業終了後に増加となるが、その後は減少するため横ばいとなる
見込み。
・損益は、料金改定により一旦は利益が増加するが、収入の減少と支出の増加によりR21に赤字になる見込み。



○水道事業のシミュレーション結果（R8～R27）
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・営業収益は、料金改定に伴いR9までは増加（激変緩和、基本料金をR7：20％、R8～R9：10％減額）するものの、今後も有収水量の減少に伴い減少する見込み。
・営業外収益は、料金改定に伴う補助金（激変緩和相当額）及び補助事業が完了したことにより一時的に増加するが、減少する見込み。
・有収水量は、給水人口の減少や節水機器の利用に伴い減少する見込み。
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○水道事業のシミュレーション結果（R8～R27）
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・営業費用は、人件費や物価上昇等により、今後も職員給与費、委託料等が増加する見込み。
・営業外費用は、第６水源膜ろ過浄水場整備事業以降、新たな借入を予定していないため減少する見込み。
・減価償却費は、第６水源膜ろ過浄水場整備事業の完了と計画的な投資により横ばいの見込み。
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○水道事業のシミュレーション結果（R8～R27）
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・資本的収入は、R6に第６水源膜ろ過浄水場整備事業が完了したため、国庫補助や企業債がR7以降は計画的な投資により平準化する見込み。また、下水道事業会計への貸
付金（9億円）は、R14に償還が終了見込み。
・資本的支出は、第６水源膜ろ過浄水場整備事業以降、大きな投資は無く、計画的な投資により平準化する見込み。
・資金残高は、下水道事業会計への貸付金の償還が続くR14までは増加する見込みだが、R15以降減少に転じ、R27に無くなる見込み。資金残高を確保するためにも、資金残高
が10億円を維持できるよう料金改定や企業債の借入を検討する必要がある。
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R21から赤字の見込みのた
め資金が減少幅が大きい



○水道事業のシミュレーション結果（R8～R27）

28

・償還元金は、第６水源膜ろ過浄水場整備事業の借入以降は企業債の借入を予定していないため、R19以降は大幅に減少する見込み。
・支払利息は、新たな借入の計画が無いため減少する見込み。
・企業債残高は、R7の8億円からR19の0.6億円まで減少する見込み。資金残高も減少する見込みのため、資金残高を維持できるよう、R19以降は企業債の借入を検討する必要
がある。
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○下水道事業のシミュレーション結果（R8～R27）
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R25から赤字

・収益的収入は、R18からR26までは増加傾向だが、現金収入の使用料収入は減少し続けるとともに、処理場の修繕改築工事に伴う現金収入の無い長期前受金戻入（建設改良
に伴う国庫補助金）が増加する見込み。
・収益的支出は人件費や物価上昇等により、職員給与費、委託料、流域維持管理負担金の増加と減価償却費の増加が見込まれる。
・損益は、R6の約4億円の利益をピークに減少し、R25に赤字になる見込み。



○下水道事業のシミュレーション結果（R8～R27）
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・営業収益は、有収水量の減少に伴い減少が続くと見込まれる。
・営業外収益は、R17からR21に処理場の修繕改築工事に伴う国庫補助金の増加により、長期前受金戻入として営業外収益に計上されるため増加する見込み。
・補助金は、R8から4億円を見込んでいる。
・有収水量は、給水人口の減少や節水機器の利用に伴い減少が続くと見込まれる。
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○下水道事業のシミュレーション結果（R8～R27）

31

・営業費用は、人件費や物価上昇等により、今後も職員給与費、委託料、流域維持管理負担金が増加する見込み。
・営業外費用は、R17からR21に処理場の修繕改築工事に伴う企業債の増加により、支払利息の増加する見込み。また、金利の上昇により、更なる増加が見込まれる。
・減価償却費は、R17からR21に処理場の修繕改築工事に伴い、R18以降増加する見込み。
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○下水道事業のシミュレーション結果（R8～R27）

32

・資本的収入は、R17からR21に処理場の修繕改築工事（機電等で約37億円※第2ピーク）に伴う国庫補助金及び企業債により増加する見込み。借り入れた企業債（約17億円）
は15年で償還を予定している。
・資本的支出は、R8に建設改良費と企業債償還がピークを迎えR16まで減少するものの、R17からR21の処理場の修繕改築工事により、5年間は7億3千万円/年の投資する見込
み。
・資金残高は、ストックマネジメント計画に基づく計画的な投資により、R8から資金が増加する見込み。なお、管渠のストックマネジメント（R12頃に策定予定）により投資・財政計
画を見直す必要がある。
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企業債償還金は減
少、資金残高は増加



○下水道事業のシミュレーション結果（R8～R27）
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・償還元金は、償還額がR2の7億円をピークに減少し、他会計借入金の償還額を除くとR13に1億円を割る見込み。R17からR21に処理場の修繕改築工事の企業債の借入によ
り、R32に2億円/年まで増加する見込み。
・支払利息は、R17まで2千万円程度となっているが、R17からR21に処理場の修繕改築工事の企業債の借入によりR28年には5千2百万円/年まで増加する見込み。ただし、金利
の上昇により更に増加する可能性がある。
・企業債・他会計借入金残高は、R14に8億円まで減少し、R17からR21に処理場の修繕改築工事の企業債の借入により、R26に23億円まで増加する見込み。
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え、償還元金の減少に伴い借入金残高も減少



○経営戦略の改定に向けて

富士見町の水道及び下水道事業は、これまで安心・安全な水の安定供給と公衆衛生の向上維
持を目的として施設の整備を進めてきました。

しかし、近年では、人口減少や節水機器の普及などの影響により、水道料金及び下水道使用料
収入が減少傾向にある上、供用開始から水道事業が60年、下水道事業は32年が経過し、施設の
老朽化が顕在化しており、計画的な施設更新を進めますが、投資額が大きい。

水道料金は、消費税（地方消費税を含む）の増税を除くと、平成26年度（△3％減の料金改定）以
来、令和6年度に料金改定（平均26.7%）を行いました。

下水道使用料は、消費税（地方消費税を含む）の増税を除くと、平成26年度（7%増の使用料改
定）以降は使用料の改定はされておりません。

水道や下水道はライフラインであるため、当町も含む全国の市町村でも料金（使用料）改定をでき
るだけしないよう経営をしてきましたが、近年の急激な物価高騰や人件費の上昇は想定を超えてお
り、非常に厳しい環境が続いています。引き続き、経費削減に取組ながら経営をしていくとともに、
安定的に事業継続していくためには、現役世代の費用を後世に先送りすることなく、進捗管理と事
後検証を毎年行いながら、適切な水道料金及び下水道使用料に見直していく必要があります。
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○経営戦略の改定に向けて

上下水道事業は、令和6年度にP20に記載があるとおり、経営を大きく見直す必要が生じる重要
な変化がありました。
令和7年度は、3回の審議会を開催し、上下水道事業の経営戦略の見直しに向けた取組を進め
ます。
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上下水道審議会（予定）

令和7年度

・令和7年12月5日：第1回審議会 上下水道事業の現状説明とシミュレーション結果

・令和8年2月上旬：第2回審議会 経営戦略素案の提示

・令和8年3月中旬：第3回審議会 経営戦略とりまとめ

※第2回及び第3回の審議会日程は、令和8年1月以降に開催日を決定し、ご案内いたします。



お問い合わせ
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本審議会資料に関する、ご意見・ご質問は下記へお問い合わせください。

富士見町上下水道課庶務経理係
電話：0266-62-9352
FAX：0266-62-7509
Mail：jyougesui@town.fujimi.lg.jp


